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（http: / /www.nhk.or. jp/pr/marukaji /
m-giju325.html　2013年２月３日アクセス）
（13）やさしい日本語単独7.7％、やさしい日本語
＋漢字のルビ等6.6％、やさしい日本語使用
8.2％の合計である。日本語原文のままは
29.7％、原文の漢字にルビを振るは32.4％
（東京都国際交流委員会他2012）。
（14）やさしい日本語が使用された資料の例とし
て、さいたま市国際課（節電への協力）、京
都府国際課（安心安全情報、緊急時の連絡
先や災害時の避難など）、福井県国際交流協
会（ＤＶ相談）、横浜市国際交流協会（生活
情報）、西東京市生活文化スポーツ部文化振
興課（防災訓練のお知らせ）が紹介されてい
る（同上）。
（15）独立行政法人日本学生支援機構「平成23年
度外国人留学生在籍状況調査結果」（http://
www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/
data11.html　2013年１月12日アクセス）ち
なみに、地方別・都道府県別留学生数は、関
東が46.4％とほぼ半数を占めているが、近
畿18.0％、九州13.5％が続く。全８地域の
うち、九州が第３位である。九州の内訳を
みると、福岡（10,635人）、大分（3,873人）、長
崎（1,518人）である。
（16）平成22年度の調査による。日本の大学院・大
学や高等専門学校等を卒業あるいは修了し
た外国人留学生の進路状況について、日本
国内で就職あるいは進学した割合は、学部
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卒業では64.9％（6,683人、そのうち24.7％が
就職、22.6％が進学）、修士課程、博士課程
ではそれぞれ60.2％（4、545人）、42.7％（974
人）となっている。（独立行政法人日本学生
支援機構「平成22年度外国人留学生進路状
況・学位授与状況調査結果」http://www.
jasso.go.jp/statistics/intl_student/data11_
d.html#no1　2013年１月12日アクセス）
（17）東京農工大学
（http://www.tuat.ac.jp/　2013年２月３日ア
クセス）
（18）たしかに、非母語話者との接触経験が多い
母語話者ほど、非母語話者にとって理解し
やすい言語調整をおこなっている、とする
調査・研究は多い（西原1999、増井2005、大
平1999、筒井2008など）。筒井（2008）によ
れば、フォリナー・トークに関する調査で、
日常的に非母語話者との接触経験が多い日
本語母語話者の方が言語調整を巧みにおこ
なっている、という結果を得ているが、非
母語話者との接触は少なくとも、日本語弱
者ともいえる子供を相手とする塾講師にも
同様の結果が見られたとしている。
（19）文部科学省資料（http://www.mext.go.jp/b_
menu/houdou/20/07/08080109.htm　2013年
２月４日アクセス）
（20）「我が国が持続的成長を遂げるためには、外
国高度人材の発想や能力・経験を活用しイノ
ベーションを引き起こすことが重要であ
る。政府は、外国高度人材の受入推進を成
長戦略の重要な一翼として位置付け、国民
的コンセンサスを得た上で中長期的観点か
ら高度人材の受入れを進めていく必要があ
る。」高度人材受入推進会議 2009「外国高度
人材受入政策の本格的展開を（報告書）」
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinzai/
jitsumu/dai6/siryou2.pdf　2013年２月４日
アクセス）
（21）「外国高度人材受入政策の本格的展開を（報
告書）」平成21年５月29日高度人材受入推進
会 議（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/
jinzai/dai2/houkoku.pdf　2013年 ２ 月18日
アクセス）
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